
 

 

報道資料 

令和６年（２０２４年）１２月１２日 
 

熊本市学校規模適正化基本方針（素案）に関する 

パブリックコメントについて 
 

 

熊本市では、策定中の熊本市学校規模適正化基本方針（素案）について、広く

市民の意見を聴取し、計画策定に反映させるため、「熊本市パブリックコメント

実施要綱」に基づき下記のとおり実施しますので、お知らせします。 

 

記 

 

募集期間      令和６年（2024 年）１２月１３日(金)～ 

令和７年（2025 年）１月１３日（月） 

 

公表方法      熊本市ホームページ掲載 

           教育改革推進課、区役所総務企画課、まちづくりセンタ

ー（中央区まちづくりセンターを除く。）、中央公民館、

中央区まちづくりセンター大江交流室、中央区まちづ

くりセンター五福交流室、河内まちづくりセンター河

内交流室、河内まちづくりセンター芳野分室、城南まち

づくりセンター城南交流室、総合保健福祉センター及

び地域コミュニティセンターでの縦覧 

 

公表する内容    熊本市学校規模適正化基本方針（素案） 

          熊本市学校規模適正化基本方針（素案）の概要 

 

意見の募集方法   電子メール、郵送、ファクス 

 

意見に対する回答等 意見を踏まえた計画の再検討を行ったうえで、熊本市

ホームページ掲載や、教育改革推進課、情報公開窓口、

区役所、地域コミュニティセンター等での縦覧により、

意見のまとまりごとに本市の考え方を公開します。 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

教育改革推進課（328-2708） 

課長：朽木 篤 

担当：橋井、佐方 
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前回の方針策定時から令和６年（２０２４年）まで、児童生徒数は徐々に減少していっており、更に、

令和１２年（２０３０年）までの今後６年間で通常学級の児童生徒数は約３，５００人減少すると見込

まれている。一方で、一部地域では住宅開発による人口流入や社会状況の変化に伴い、学校が大規模化

し、近年、プレハブ教室が増加している状況もみられる。 

このようなことから、最適な教育環境を整備するため、従来の基準に加え、適正規模・適正配置の方

策について整理した「熊本市学校規模適正化基本方針（改訂版）」を策定する。 

 

 

１ これまでの取組 

（１）分離新設による適正化 

分離校名 田迎西小学校 力合西小学校 龍田西小学校 

分離前学級数 田迎小学校【３１学級】 力合小学校【３１学級】 龍田小学校【３６学級】 

分離年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２８年度 

令和６年度 

学級数 

田迎小 

１３学級 

田迎西小 

１７学級 

力合小 

１７学級 

力合西小 

２１学級 

龍田小 

１９学級 

龍田西小 

１４学級 

（２）統合による適正化 

 松尾東小学校 松尾西小学校 松尾北小学校 小島小学校 

平成２７年度学級数 ３学級 ４学級 ３学級 ６学級 

平成２８年度統合 小島小学校 

令和６年度学級数 １２学級 

 

 河内小学校 河内小学校白浜分校 

平成２９年度学級数 ６学級 ２学級（複式学級あり） 

平成３０年度統合 河内小学校 

令和６年度学級数 ６学級（複式学級解消） 

（３）緩衝地区の設定による適正化 

託麻中学校の大規模校化への対策として、平成３０年度（２０１８年度）、託麻中学校が進学の指定

校だった田迎南小学校のすべての校区に対して、隣接校の出水南中学校へ進学を選択できる緩衝地区

の設定を行う。 

（４）天明校区施設一体型義務教育学校の取り組み 

天明校区の中緑小学校、銭塘小学校、奥古閑小学校、川口小学校の４小学校については、全学年が

単学級又は複式学級となっており、今後も児童数が減少していくことが見込まれる。 

そこで現在、小学校４校と天明中学校をひとつにした、本市初となる施設一体型義務教育学校の開

校に向けて取り組んでいる。 

２ 基本方針の位置付け 

   基本方針は、「熊本市教育振興基本計画」 

における基本的方向性を踏まえ、豊かな人生 

とよりよい社会を創造するために、自ら考え 

主体的に行動できる人を育むための教育環境 

の充実と向上を図ることを目的とし、今後の 

基本的な考え方やそれを実現していくための 

手法等を示し、その推進を図る。  

熊本市学校規模適正化基本方針（素案）【概要版】 

第１章 学校規模適正化に向けたこれまでの取組 

熊本市第８次総合計画
ビジョン１ こどもが輝き、若者が希望を抱くまち

１-３ こどもを主体とした教育の推進

熊本市教育振興基本計画
基本方針（３） 最適な教育環境の整備

熊本市学校規模適正化基本方針

持ち帰り可 
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１ 本市の現状 

（１）規模別学校数（令和６年（２０２４年）５月１日現在） 

 過小規模校 小規模校 適正規模校 大規模校 過大規模校 

小学校 【1～5学級】 【単学級】 【7～11学級】 【12～24学級】 【25～30学級】 【31学級以上】 

３校 １３校 １２校 ５７校 ６校 １校 

中学校 【1～2学級】 【単学級】 【4～11学級】 【12～24学級】 【25～30学級】 【31学級以上】 

０校 ２校 １９校 １８校 ３校 ０校 

・小学校には複式学級のある学校が３校ある。 

（２）学校規模によるデメリット 

①小規模校のデメリット 

・切磋琢磨競い合いが少なく、集団生活になじみづらい。  

・多様な意見に触れることが少なく、協調性や社会性を身に付けにくくなる。 

・教員数が少ないため、教科等バランスのとれた配置が行いにくい。 

②大規模校のデメリット 

・全教職員による各児童生徒一人ひとりの把握が難しくなりやすい。 

・学校行事等において、児童生徒一人ひとりの個別の活動機会を設定しにくい。 

・特別教室や体育館等の施設等の利用の面から、学校活動に一定の制約が生じる場合がある。 

２ 本市の課題 

（１）学校数の変化はほとんどないが、児童生徒数は年々減少している。 

児童生徒数と学校数の推移 

  

  

（２）小学校の児童数・学級数は今後も減少傾向にあり、中学校の生徒数・学級数は今後数年は増加す

るが、以降は減少すると予想されている。 

通常学級における児童生徒数と学級数の将来推計 

  

 

第２章 学校の適正規模・適正配置の必要性（現状と課題） 
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令和６年５月１日現在

赤 ０校 ３１学級以上
オレンジ ３校 ２５～３０学級
黄色 １８校 １２～２４学級※
紫色 １９校 　４～１１学級
緑 ２校 単学級（３学級）
水色 ０校 　１～２学級

※は適正規模校

熊本市立中学校通学区域図
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令和６年５月１日現在

赤 １校 ３１学級以上
オレンジ ６校 ２５～３０学級
黄色 ５７校 １２～２４学級※
紫色 １２校 　７～１１学級
緑 １３校 単学級（６学級）
水色 ３校 　１～５学級

※は適正規模校

 

 

熊本市立小学校通学区域図
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（３）本市の北部、西部には小規模校が多く、東部、中央部には比較的大きな学校が多く、偏在化

が見られる。 

学校規模による分布図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１ 適正化の基準 

（１）適正規模の基準 

・【小学校】 １２学級以上から２４学級以下（一学年：２学級から４学級） 

・【中学校】 １２学級以上から２４学級以下（一学年：４学級から８学級） 

（２）通学距離の基準 

・【小学校】 おおむね４㎞以内 

・【中学校】 おおむね６㎞以内 

 

２ 適正化の方策 

（１）小規模校への対応 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

エ 隣接校との統合 

（２）大規模校への対応 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

エ 分離新設 

第３章 適正規模・適正配置の方策 

【統合検討基準】 

・複式学級がある学校 

・全学年において単学級となる学校 

【統合の方法】 

・小学校同士（中学校同士）の統合 

・小学校と中学校の統合  

令和６年５月１日現在

赤 １校 ３１学級以上
オレンジ ６校 ２５～３０学級
黄色 ５７校 １２～２４学級※
紫色 １２校 　７～１１学級
緑 １３校 単学級（６学級）
水色 ３校 　１～５学級

※は適正規模校

令和６年５月１日現在

赤 ０校 ３１学級以上
オレンジ ３校 ２５～３０学級
黄色 １８校 １２～２４学級※
紫色 １９校 　４～１１学級
緑 ２校 単学級（３学級）
水色 ０校 　１～２学級

※は適正規模校
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３ 適正化の手順 

学校規模や配置の適正化については、 

児童生徒、保護者、地域の方々と学校関 

係者、教育委員会がより良い教育環境を 

整えるための共通の視点を持って検討を 

行い、理解と協力を得ながら進めていく。 

 

 

 

 

 

１ 今後の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分離校設置検討基準】 

・長期間で３１学級以上となる場合 

  ただし、３１学級以上で、将来の児童生徒数が減少傾向にない場合 

 ・校区内に分離するための適切な用地確保ができる場合 

地元説明会の開催

地域懇談会の設置

新校準備会の設置
（統合や分離新設、義務教育学校の新設等の場合）

STEP 1

STEP 2

STEP 3

第４章 適正化に向けた取組 

第１段階の検討対象校 

１ 複式学級がある学校 

・中緑小学校（令和９年度（２０２７年度）より天明義務教育学校） 

・川口小学校（令和９年度（２０２７年度）より天明義務教育学校） 

・山本小学校  

２ 複式学級が見込まれる学校  

・田底小学校（令和１０年度（２０２８年度）） 

・芳野小学校（令和１１年度（２０２９年度）） 

・田原小学校（令和１１年度（２０２９年度）） 

３ 全学年単学級が続く学校（～令和１２年度（２０３０年度）） 

・碩台小学校 

・慶徳小学校 

・本荘小学校 

・古町小学校 

・高橋小学校 

・飽田西小学校 

・吉松小学校 

・芳野中学校 

・河内中学校 

４ ３１学級以上が続く学校（～令和１２年度（２０３０年度）） 

 ・託麻東小学校 
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これまでにも実施している方策。 

例：令和６年度、大規模校である長嶺小学校区１町内のすべてを、隣接する適正規模校である月出小学

校の緩衝地区とした。 

 

 

 

 

これまでにも実施している方策。 

例：平成３０年度、大規模校である託麻中学校区の田迎南小学校のすべての校区を、隣接する適正規模

校である出水南中学校に進学できる緩衝地区とした。 

 

   

    

    

    
    

    

地域の要望や学校の実 （大規模校か
小規模校か）を考 して、 小学校の一
部または全部を、 小学校や 小学校、
 小学校の緩衝地区として設定し、規模
の適正化をはかる。

    

ア 緩衝地区の弾力化 

 緩衝地区

   

    

    

        

    
    

          

 従来 
 ・ ・ 小学校  中学校が指定校

（大規模校）

 緩衝地区の弾力化 
 小学校区の一部またはすべての児童
の進学 を、指定校である 中学校に加
えて、 中学校も可 とすることで、 
中学校の大規模化を 制する

         

    

 中学校区  中学校区
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 続的に小規模校が見込まれる学校へ、
熊本市内の適正規模以上の学校から自 に
 学することができる制度。

【事例】
 続的に小規模校が見込まれる 小学校

には、熊本市内のすべての適正規模校、大
規模校から 学することができる。

     

   

             

   

        
    

          

 続して大規模校が見込まれる学校から、
熊本市内の大規模校以 の学校へ自 に 
学することができる制度。

【事例】
 続的に大規模校が見込まれる 中学校
からは、熊本市内のすべての小規模校、適
正規模校に 学することができる。
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通学校区を変更するため、規模適正につながる取組である。  

地域の実情を踏まえる必要もあり、近年の実施例はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    
    
    

           
        

【事例】
 小学校   小学校区の通学校区を
見直し、 小学校の通学校区の一部を 
小学校の通学校区とする。

対象校の通学区域に変更する方策で、
変更後も 方が適正規模となる場合に行
う。



 

 

 

 

熊本市 

学校規模適正化基本方針 

（素案） 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年（２０１４年）６月 

熊本市教育委員会 

（令和７年（２０２５年）○月改訂） 

 

 

 

26/6/3 

持ち帰り不可 
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はじめに 

 

本市では、こどもを取り巻く環境が大きく変化している中、こどもが将来の生き方や進路

に夢や希望を持ち、その実現を目指して学校での生活や学びに自ら意欲的に取り組めるよう、

こどもと共に魅力ある授業づくりに努めることで、豊かな人間性と健やかな体を備え、学び

に向かう力を持った、主体的に考え行動できる人づくりを目指しています。 

 

小中学校は、知識や技術の習得だけでなく、多様な考えに触れ、互いに認め合い、協力し合

い、切磋琢磨することで、思考力、表現力、問題解決能力などを育み、社会性や規範意識を身

につける教育の場であるため、少なすぎず、多すぎない一定の児童生徒の集団規模が確保さ

れることが望ましいと考えられます。 

 

これまで、本市では平成２４年（２０１２年）７月に設置された「熊本市学校規模適正化検

討委員会」から、学校の規模と配置に関する基本的な考え方と小中学校の将来的な方向性に

ついての報告書が提出されました。教育委員会はこの報告書を基に、「熊本市学校規模適正化

基本方針」を平成２６年（２０１４年）６月に策定し、最適な教育環境の実現のため、小中学

校の規模及び配置の適正化に向けた具体的な方策を示しました。 

 

方針策定時から令和６年（２０２４年）まで、児童生徒数は徐々に減少していっています。

最新の推計では令和１２年（２０３０年）の通常学級の児童生徒数は、５３，１９９人と、今

後６年間で約３，５００人減少すると見込まれ、児童生徒数の減少は更に進みます。 

 

このような児童生徒数の減少は、農業振興地域や山間部などの地域だけでなく、都市部に

も広がってきており、複式学級や単学級の学校が増加しています。一方で、一部地域では住

宅開発による人口流入や社会状況の変化に伴い、学校が大規模化し、近年、プレハブ教室が

増加している状況もみられます。 

 

このようなことから、最適な教育環境を整備するため、従来の基準に加え、適正規模・適正

配置の方策について整理した「熊本市学校規模適正化基本方針（改訂版）」を策定しました。

なお、この基本方針は、今後、国や県における教育制度の変更、児童生徒数の変化等を受け、

必要に応じて見直すものとします。 

 

-3-



 

 

第１章 学校規模適正化に向けたこれまでの取組 

 

１ 基本方針策定の背景 

全国的に少子高齢化の進展が続いている現状において、社会全体に様々な影響が生じて

きています。そのような中、こどもの減少による小中学校の小規模化は、学校運営や教育

効果等に様々な影響を与えることが考えられ、全国的な課題となっています。 

本市においても、小学校の児童数は、昭和５８年、中学校の生徒数は、昭和６２年をピ

ークに年々減少傾向にあり、現在では、小学校の児童数及び中学校の生徒数は、当時の児

童数・生徒数と比較すると３割以上減少しています。 

しかしながら、一部の地域では住宅開発による人口の流入により、学校が大規模化し教

室不足等により学校運営に支障をきたしている状況もみられます。一方では、農業振興地

域や山間部等の地域では、児童生徒数の減少傾向が著しく、複式学級がある学校もあり、

大規模校、小規模校のこどもたちの教育環境に影響が出てきています。 

 

２ 検討委員会からの提言 

平成２４年（２０１２年）７月に設置した熊本市学校規模適正化検討委員会は、学識経

験者として大学教授、地域団体代表者として、自治協議会長、民生委員・児童委員協議会

長及び青少年健全育成連絡協議会長、加えて保護者代表者、小学校長、公募による委員で

構成し、本市の小中学校における教育環境の現状や課題について次の３つの視点を基本に

検討が行われました。 

 

１．こどものための教育環境整備を優先させる。 

２．全市的な視野に立ち適正化を推進する。 

３．学校、地域を配慮した計画に努める。 

 

検討にあたっては、各学校の児童生徒数や通学距離などの基本的なデータのほか、複式

学級がある小学校の授業の視察を行うとともに、関係者（学校長等）から意見を聴くなど

により現状の把握に努めました。 検討委員会では、こうした資料等を基に学校の規模・配

置についての基本的な考え方と、本市の小中学校の将来的な方向性について協議を行い全

市的な視点から意見をまとめた報告書の提出がありました。  

教育委員会では、この報告書を受け、本市における小中学校の規模及び配置のあり方に

ついて基本的な考え方を整理し、今後の適正化に向けた具体的な方策等を示した「熊本市

学校規模適正化基本方針」を平成２６年（２０１４年）６月に策定しました。 
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３ 適正化の基準 

（１）適正規模の基準 

・【小学校】 １２学級以上から２４学級以下（一学年：２学級から４学級） 

・【中学校】 １２学級以上から２４学級以下（一学年：４学級から８学級） 

 ※適正規模以外の学校は次のように標記します。 

・１１学級以下の学校：小規模校 

・２５学級以上の学校：大規模校 

・３１学級以上の学校：過大規模校 

 

（２）通学距離の基準 

・【小学校】 おおむね４㎞以内 

・【中学校】 おおむね６㎞以内 

 

４ これまでの取組 

熊本市学校規模適正化基本方針の改定に向け、これまでの本市の適正化に向けた取り組み

を整理し、まとめました。 

 

（１）田迎西小学校の開校 

平成２１年（２００９年）過大規模校の田迎小学校の教育環境改善のために、分離新設

校区が決定し、平成２５年（２０１３年）４月、田迎西小学校が開校しました。 

 

田迎西小学校の開校以後、田迎小学校とともに適正規模校を維持しています。 
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（２）力合西小学校の開校 

平成２２年（２０１０年）過大規模校の力合小学校の教育環境改善のために、分離新設

校区が決定し、平成２６年（２０１４年）４月、力合西小学校が開校しました。 

 

力合西小学校の開校以後、力合小学校とともに適正規模校を維持しています。 

 

（３）龍田西小学校の開校 

平成２４年（２０１２年）過大規模校の龍田小学校の教育環境改善のために、分離新設

校区が決定し、平成２８年（２０１６年）４月、龍田西小学校が開校しました。 
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龍田西小学校の開校以後、龍田小学校とともに適正規模校を維持しています。 

 

（４）松尾３小学校と小島小学校の統合 

平成２９年（２０１７年）４月、松尾東小学校、松尾西小学校、松尾北小学校と小島小学

校が統合し、新しい小島小学校となりました。 

 

小島小学校では統合後、児童数が増加し、現在では、小規模校から適正規模へとなって

います。 

  統合後に児童、保護者、教員別にとったアンケートでは、統合についてはすべての項目 

でおおむね良好な回答を得ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

4

3

6

7

9

10

8

9

11

12 12

0

2

4

6

8

10

12

14

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6

統合後の小島小の学級数推移

松尾東小 松尾西小 松尾北小 小島小

学級数

-7-



 

 

（５）河内小学校白浜分校の河内小学校への統合 

平成３０年（２０１８年）４月、河内小学校白浜分校が本校に統合されました。 

 

 統合したことで複式学級が解消され、以後全学年単学級校となっています。 

 

（６）田迎南小学校の緩衝地区の設定 

託麻中学校の大規模校化への対策として、平成３０年度（２０１８年度）、託麻中学校が

進学の指定校だった田迎南小学校のすべての校区に対して、隣接校の出水南中学校へ進学

を選択できる緩衝地区の設定を行いました。 

 

（７）天明校区施設一体型義務教育学校の取り組み 

天明校区の中緑小学校、銭塘小学校、奥古閑小学校、川口小学校の４小学校については、

全学年が単学級又は複式学級となっており、今後も児童数が減少していくことが見込まれ

ています。今後の教育環境の更なる充実に向けて、令和９年（２０２７年）４月の小学校４

校と天明中学校をひとつにした、本市初となる施設一体型義務教育学校の開校に向けて取

り組んでいます。 
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５ 基本方針の位置付け 

   基本方針は、「熊本市教育振興基本計画」における基本的方向性を踏まえ、豊かな人生

とよりよい社会を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育むための教育環境

の充実と向上を図ることを目的とするものです。今後の基本的な考え方やそれを実現して

いくための手法等を示し、その推進を図るものです。 

 

 

６ 基本方針の見直し 

この方針は、本市の小中学校の一定規模の確保に向けた、教育委員会としての考え方に

ついてまとめたものです。 今後、国の教育制度の改変等、状況の変化があった場合には、 

必要に応じて見直しを行います。  

  

熊本市第８次総合計画
ビジョン１ こどもが輝き、若者が希望を抱くまち

１-３ こどもを主体とした教育の推進

熊本市教育振興基本計画
基本方針（３） 最適な教育環境の整備

熊本市学校規模適正化基本方針
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第２章 学校の適正規模・適正配置の必要性（現状と課題） 

１ 児童生徒数と学校数の推移 

 小学校の児童数は昭和５８年度（１９８３年度）の５８，４６７人をピークに減少に転じ、

令和６年度（２０２４年度）は約３２％減の３９，９３８人となっています。 

 

 

中学校の生徒数は昭和６２年度（１９８７年度）の３０，１５３人をピークに減少に転じ、

令和６年度（２０２４年度）は約３５％減の１９，６００人となっています。 
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２ 通常学級における児童生徒数と学級数の将来推計 

  小学校では令和６年度（２０２４年度）から令和１２年度（２０３０年度）にかけて、児

童数・学級数ともに、おおむね減少傾向にあると予想される。 

 

※小学校は全学年３５人編成 

  中学校では令和６年度（２０２４年度）から令和９年度（２０２７年度）にかけては、生

徒数・学級数ともに増加するが、以降は減少すると予想される。 

 
※中学校は、１年は３５学級、２・３年は４０人学級 
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３ 学校規模による分布図 

 

令和６年５月１日現在

赤 １校 ３１学級以上
オレンジ ６校 ２５～３０学級
黄色 ５７校 １２～２４学級※
紫色 １２校 　７～１１学級
緑 １３校 単学級（６学級）
水色 ３校 　１～５学級

※は適正規模校
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黒髪

日
吉
東

向山古
町

日
吉

春日

一新

壺川

五福

碩台

出水
砂取

帯
山
西

大江

白
川

城東

白山

尾ノ上

帯山

本荘

高橋

清水

西原

富合

田底

吉松
山本

山東田原

菱形

桜井

植木

杉上

隈庄

豊田

田迎西

力合西

龍田西

-12-



 

 

 

 

令和６年５月１日現在

赤 ０校 ３１学級以上
オレンジ ３校 ２５～３０学級
黄色 １８校 １２～２４学級※
紫色 １９校 　４～１１学級
緑 ２校 単学級（３学級）
水色 ０校 　１～２学級

※は適正規模校

熊本市立中学校通学区域図

天明

飽田

城西

城南

力合
日吉

河内

三和

花陵

託麻

江南
江原

出
水
南

湖東

東野

東
町
桜木

出水

錦ヶ丘

西山

藤
園 白川

帯山

西原

長
嶺

二岡

芳野
井芹 京

陵 桜山竜南

龍田 東部

武蔵

楠清水

北部

富合
下益城城南

植木北

五霊

鹿南
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４ 学校規模によるメリット・デメリット 

学校規模の適正化を検討するにあたり、小規模校、適正規模校、大規模校の規模別に抽

出した学校に、学校規模に対する意識を把握するためのアンケート調査を実施しました。 

平成２４年（２０１２年）９月に、抽出した小学５・６年生、中学３年生、教員、保護

者、学校評議員に取ったアンケート結果も踏まえ、次のようなメリット・デメリットに整

理しました。 

  メリット デメリット 

小

規

模

校 

教育環境 

・学習指導等において、教員の目が行き届

きやすく細やかな指導ができる。 

・授業や行事において、個人の活躍する場が

多くなる。 

・児童生徒相互の交流や理解が十分に行え

る。 

・異学年間の交流が生まれやすい。 

・児童生徒一人ひとりの個性や課題を全教

職員が共通理解を図りやすい。 

・切磋琢磨競い合いが少なく、集団生活にな

じみづらい。 

・多様な意見に触れることが少なく、協調性

や社会性を身に付けにくくなる。 

・運動会、音楽会、発表会などの学校行事に

おいて、集団活動に制約が生じやすい。 

・クラス替えが困難なことから、人間関係

の固定化につながりやすくなる。 

・集団内の男女比に極端な偏りが生じやす

くなる可能性がある。 

学校運営 

・教職員全体の意思疎通が図りやすい。 

・学校が一体となって活動しやすい。 

・施設・設備の利用時間等の調整が行いや

すい。 

・学校や地域、保護者同士の連携が図りや

すい。 

 

・教員数が少ないため、教科等バランスの

とれた配置が行いにくい。 

・学年別や教科別の教職員同士で、学習指

導等について、相談、研究、切磋琢磨等が

行いにくい。 

・教員数が限られているため、研修会等へ

の参加が制限されるほか、不在の際、代わ

りの教員による授業が組みにくくなる。 

・教員一人に複数の校務分掌が集中しやす

い。 

大

規

模

校 

教育環境 

・集団の中で、多様な考え方に触れ、切磋琢

磨することを通じて、一人ひとりの資質や

能力をさらに伸ばしやすい。 

・児童生徒数、教員数が多いため、グループ

学習など多様な学習、指導形態を取りやす

い。 

・クラス替えがしやすいことなどから、豊

かな人間関係の構築や多様な集団の形成

が図られやすい。  

・切磋琢磨すること等を通じて、社会性や

・全教職員による各児童生徒一人ひとりの

把握が難しくなりやすい。 

・学校行事等において、児童生徒一人ひとり

の個別の活動機会を設定しにくい。 

・学年内、異学年間の交流に制限が生じやす

い。  
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協調性、たくましさ等を育みやすい。 

学校運営 

・教員数がある程度多いため、経験、教科、

特性などの面でバランスのとれた教職員

配置を行いやすい。 

・学年別や教科別の教職員同士で、学習指

導等について、相談、研究、切磋琢磨等が

行いやすい。 

・教職員全体の連携が図りづらい。 

・特別教室や体育館等の施設、設備の利用の

面から、学校活動に一定の制約が生じる場

合がある。 

 

５ 教育施設の老朽化 

教育施設を建て替えるにあたっては、近隣校の教育施設の耐用年数にも着目しながら、

統合や分離新設などの学校規模の適正化を図る場合があります。 

現在、建設から６０年を越えた教育施設のある学校は次のとおりです。 

 

建設年度 経年 小学校名 中学校名 備考 

１９５５ ６９ - 藤園中学校 基本計画策定予定 

１９５６ ６８ - 江南中学校 基本計画策定予定 

１９５８ ６６ - 帯山中学校 改築中（～Ｒ８） 

１９５９ ６５ 

城東小学校 - 基本計画策定予定 

向山小学校 - 基本計画策定予定 

一新小学校 -  

１９６０ ６４ 春日小学校 -  

１９６１ ６３ 

- 出水中学校  

- 花陵中学校  

- 西山中学校  

１９６２ ６２ 春竹小学校 -  

１９６３ ６１ 
大江小学校 -  

- 天明中学校 義務教育学校（Ｒ９） 

１９６４ ６０ 
富合小学校 京陵中学校  

尾ノ上小学校 湖東中学校  

※最も古い教育施設の建設年度（経年） 
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第３章 適正規模・適正配置の方策 

１ 適正化の方策 

現在、児童生徒の居住する住所をもとに、就学すべき学校を指定しています。 

しかしながら、住宅地の広がりや社会状況の変化により、学校規模の偏在化が見られるよ

うになってきました。そこで、それぞれの学校や児童生徒の生活圏である地域の実態を考慮

しながら、次の方策により適正化に取り組みます。※＜参考資料＞参照 

 

（１）小規模校への対応 

適正規模に満たない学校において、その状況が将来的にも継続すると見込まれる場合に

は、以下のような方策を検討していきます。 

① 複式学級のある学校及び複式学級が見込まれる学校、全学年において単学級となる

学校 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

エ 隣接校との統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【統合検討基準】 

・複式学級がある学校 

・全学年において単学級となる学校 

【統合の方法】 

○小学校同士（中学校同士）の統合 

 小規模校同士、小規模校と適正規模校を統合し１つの学校とします。統合する

学校数は２校とは限らず、複数校の場合もあります。 

○小学校と中学校の統合 

  平成２８年度（２０１６年度）の学校教育法の改正により、小学校と中学校

が、義務教育９年間の中で、目指す児童生徒の姿を共有し、学習指導や生徒指導

において、お互いに協力しながら教育活動を行う仕組みとして、「小中一貫教

育」が制度化されました。これを踏まえ、小学校と中学校の統合も検討していき

ます。 

  小学校と中学校で統合する場合、それぞれ独立した組織の小学校と中学校が一

貫した教育を行う小中一貫校や、一人の校長の下、一つの職員集団で９年間一貫

した教育を行う義務教育学校が考えられます。 
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② 小学校においては７学級（中学校においては４学級）以上１１学級以下の学校 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

 

（２）大規模校への対応 

適正規模を超える学校において、その状況が将来的にも継続すると見込まれる場合には、

以下のような方策を検討していきます。 

① 過大規模校 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

エ 分離新設 

 

 

 

 

 

② 大規模校 

ア 緩衝地区の弾力化 

イ 学校選択制度 

ウ 地域の実情を踏まえた通学校区の見直し 

 

２ 適正化の手順 

学校規模や配置の適正化については、児童生徒、保護者、地域の方々と学校関係者、教育

委員会がより良い教育環境を整えるための共通の視点を持って検討を行い、理解と協力を

得ながら進めていきます。 

 

地元説明会の開催

地域懇談会の設置

新校準備会の設置
（統合や分離新設、義務教育学校の新設等の場合）

STEP 1

STEP 2

STEP 3

【分離校設置検討基準】 

・長期間で３１学級以上となる場合 

  ただし、３１学級以上で、将来の児童生徒数が減少傾向にない場合 

 ・校区内に分離するための適切な用地確保ができる場合 
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３ 適正化の方策を実施する際に留意する事項 

（１）児童生徒への配慮 

  統合や分離新設に際し、児童生徒の不安解消のために、新校開校後の職員配置に配慮し

たり、適宜アンケート等を実施したりし、児童生徒の変化に対応していきます。 

 

（２）保護者、地域住民の理解 

学校は、地域の拠点施設であるとともに災害時の避難場所であるなど、地域にとって重

要な施設となっており、特に小学校は、長い歴史の中で地域コミュニティの拠点であり、

また、地域のまちづくりが小学校区を単位として取り組まれています。 

適正化の検討にあたっては、その必要性を十分説明し理解を得るよう努めるとともに、

保護者及び地域の方々の意見・要望を踏まえて進めていきます。 

 

（３）安全等に対する配慮 

適正化により通学距離が遠くなる場合や通学路が変更となる場合は、歩道の確保や防犯

灯の設置など、こどもたちの安全の確保に努めるものとします。 

また、通学距離が基準を超える場合などは、スクールバスなどの交通手段を検討するな

ど子どもたちの負担を軽減するよう努めます。 

 

（４）まちづくりとの連携 

熊本市第８次総合計画等のまちづくりの各種施策との整合性も考慮しながら、関係部局

とも連携を図り取り組みます。 

 

（５）学校施設の有効活用 

統廃合により廃止となる学校施設については、地域のニーズ等を踏まえ、市全体として

有効活用を検討します。 

 

（６）交流学習の充実 

適正規模・配置の基準によらない場合や統合が著しく困難な状況になった場合は、地域

の実情などを踏まえ合同による学習や集団活動等を通した、子どもたちの社会性を育成す

る交流学習の充実を図ることを検討します。 

また、適正化を行う場合においても、こどもたちの精神的不安をなくすための統合準備

として、統合校同士での計画的な交流学習も検討します。 
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第４章 適正化に向けた取組 

 

１ 検討対象校  

令和６年度（２０２４年度）、基本方針の基準から学校規模の適正化を検討することが必

要な対象校は、次の表のとおりです。 

 

 小規模校（小２８校、中２１校） 大規模校 

（小６校、中３校） 

過大規模校 

（小１校） 

 複式学級

がある 

単学級 （小）７～１１学級 

（中）４～１１学級 

２５～３０ 

学級 

３１学級 

以上 

 

小

学

校 

中緑 

川口 

山本 

碩台  慶徳 本荘 

古町  高橋 芳野 

飽田西 銭塘 

奥古閑 田原  

山東  吉松 田底 

城東 五福  

池上 中島 

楠  健軍東 

城南 弓削 

河内 飽田南 

豊田 菱形 

画図 

出水南 

託麻南  

長嶺 

富合   

隈庄 

託麻東 

 

中

学

校 

 芳野 河内 藤園 花陵 城南 

江南 江原 竜南 

桜山 城西 楠  

武蔵 東町 井芹 

飽田 天明 日吉 

富合 鹿南 五霊 

植木北 

託麻  

帯山 

長嶺 
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２ 検討対象校の将来推計 

（１）小学校（総学校数Ｒ６～Ｒ９は９２校 Ｒ９～Ｒ１２は８８校） 

 

 ※令和９年度（２０２７年度）より中緑小、銭塘小、奥古閑小、川口小は義務教育学校とな

るので除外 

 

（２）中学校（総学校数Ｒ６～Ｒ９は４２校 Ｒ９～Ｒ１２は４１校） 

 
※令和９年度（２０２７年度）より天明中は義務教育学校となるので除外 

 

3 2 3 1 2 4 4

13 14 14
12 11 9 9

12 11 10
11 10 12 16

57 57 57
57 58 57 53

6 7 7
6 6 5 5

1 1 1
1 1 1 1

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12

小学校の学校規模別将来推計

複式 単学級 11学級以下 適正規模 大規模 過大規模

2 2 2 2 2 3 2

19
15 15 14 14 12 16

18
23 23 23 23 24

21

3 2 2 2 2 2 2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12

中学校の学校規模別将来推計

複式 単学級 11学級以下 適正規模 大規模 過大規模

学校数 

学校数 
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３ 今後の取組 

適正化に向けた取り組みについては、児童生徒数の将来推計（住民基本台帳をもとに令

和１２年度（２０３０年度）まで推計）をもとに、先に示した適正規模の基準に照らし、

少子化が進んでいる現状を踏まえ、こどもたちの最適な教育環境整備のため、複式学級が

ある学校及び複式学級が見込まれる学校を第１段階として取り組みます。なお、過大規模

校の託麻東小学校については、現状の教育環境の改善のため、本年度から増築工事を開始

し、令和８年度（２０２６年度）から供用を開始します。ただし、過大規模校の解消には

ならないので、今後とも児童数の推移や都市開発計画、社会情勢の変化等を注視していき

ます。 

また、第１段階の対象とならない学校については、これからの児童生徒数の推移や社会

情勢の変化を見守りながら、検討対象校について第２段階で検討します。 

 

第１段階の検討対象校 

１ 複式学級がある学校 

・中緑小学校（令和９年度（２０２７年度）より天明義務教育学校） 

・川口小学校（令和９年度（２０２７年度）より天明義務教育学校） 

・山本小学校  

２ 複式学級が見込まれる学校  

・田底小学校（令和１０年度（２０２８年度）） 

・芳野小学校（令和１１年度（２０２９年度）） 

・田原小学校（令和１１年度（２０２９年度）） 

 ３ 全学年単学級が続く学校（～令和１２年度（２０３０年度）） 

・碩台小学校 

・慶徳小学校 

・本荘小学校 

・古町小学校 

・高橋小学校 

・飽田西小学校 

・吉松小学校 

・芳野中学校 

・河内中学校 

 ４ ３１学級以上が続く学校（～令和１２年度（２０３０年度）） 

  ・託麻東小学校 
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第５章 閉校後の利活用 

 

学校は、その地域における学校教育施設という位置付けのほか、コミュニティ活動やスポ

ーツ活動などの社会教育施設や防災拠点としても利活用されてきた経緯から、地域住民の愛

着や関心も高い施設です。そのため、閉校後の利活用については、地域住民の意向を伺いな

がら、公共施設のマネジメントの観点、地域経済の発展などの視点から、全市的な視点で利

活用の検討を行うための利活用手順については、以下の通りとします。 

１ 地域住民への意見聴取の実施 

２ 公共施設への転用の検討 

３ 民間事業者への売却の検討 

４ 施設の解体→土地の再利用または売却 
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参考資料 
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＜適正化の方策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    

    

    
    

    

地域の要望や学校の実態（大規模校か
小規模校か）を考慮して、 小学校の一
部または全部を、 小学校や 小学校、
 小学校の緩衝地区として設定し、規模
の適正化をはかる。

    

ア 緩衝地区の弾力化 

 緩衝地区

   

    

    

        

    
    

          

＜従来＞
 ・ ・ 小学校  中学校が指定校

（大規模校）

＜緩衝地区の弾力化＞
 小学校区の一部またはすべての児童

の進学先を、指定校である 中学校に加
えて、 中学校も可能とすることで、 
中学校の大規模化を 制する

         

    

 中学校区  中学校区
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継続的に小規模校が見込まれる学校へ、
熊本市内の適正規模以上の学校から自 に
就学することができる制度。

【事 】
継続的に小規模校が見込まれる 小学校
には、熊本市内のすべての適正規模校、大
規模校から就学することができる。

     

   

             

   

        
    

          

継続して大規模校が見込まれる学校から、
熊本市内の大規模校以外の学校へ自 に就
学することができる制度。

【事 】
継続的に大規模校が見込まれる 中学校

からは、熊本市内のすべての小規模校、適
正規模校に就学することができる。
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【事 】
 小学校及び 小学校区の通学校区を

見直し、 小学校の通学校区の一部を 
小学校の通学校区とする。

対象校の通学区域に変更する方策で、
変更後も 方が適正規模となる場合に行
う。

-26-


